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(57)【要約】
【課題】溶媒を使用せずに多孔質炭素を製造することができる新規な方法を提供すること
。
【解決手段】無溶媒下で、アルカリ金属水酸化物およびアルカリ土類金属水酸化物からな
る群から選ばれる少なくとも一つと、炭素源として芳香環に少なくとも一つのフェノール
性水酸基が結合した化合物、メラミンおよび尿素からなる群から選ばれる少なくとも一つ
と、アルデヒド多量体とを混合して、混合物を得る工程（１）、および得られた混合物を
不活性ガス雰囲気下で加熱して、多孔質炭素を得る工程（２）を含む、多孔質炭素の製造
方法。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　無溶媒下で、アルカリ金属水酸化物およびアルカリ土類金属水酸化物からなる群から選
ばれる少なくとも一つと、炭素源として芳香環に少なくとも一つのフェノール性水酸基が
結合した化合物、メラミンおよび尿素からなる群から選ばれる少なくとも一つと、アルデ
ヒド多量体とを混合して、混合物を得る工程（１）、および
　得られた混合物を不活性ガス雰囲気下で加熱して、多孔質炭素を得る工程（２）
を含む、多孔質炭素の製造方法。
【請求項２】
　アルカリ金属水酸化物およびアルカリ土類金属水酸化物からなる群から選ばれる少なく
とも一つが、水酸化カリウム、水酸化ナトリウム、水酸化リチウム、水酸化マグネシウム
、水酸化カルシウムおよび水酸化バリウムからなる群から選ばれる少なくとも一つである
請求項１に記載の製造方法。
【請求項３】
　アルカリ金属水酸化物およびアルカリ土類金属水酸化物からなる群から選ばれる少なく
とも一つが、水酸化カリウムである請求項１に記載の製造方法。
【請求項４】
　アルデヒド多量体が、ヘキサメチレンテトラミン、メタホルムアルデヒド、パラホルム
アルデヒド、パラアルデヒドおよびメタアルデヒドからなる群から選ばれる少なくとも一
つである請求項１～３のいずれか一項に記載の製造方法。
【請求項５】
　アルデヒド多量体が、ヘキサメチレンテトラミンである請求項１～３のいずれか一項に
記載の製造方法。
【請求項６】
　芳香環に少なくとも一つのフェノール性水酸基が結合した化合物が、フェノール、ｏ－
クレゾール、ｍ－クレゾール、ｐ－クレゾール、カテコール、レゾルシノール、ヒドロキ
ノン、ピロガノール、フロログルシノールおよびヒドロキシヒドロキノンからなる群から
選ばれる少なくとも一つである請求項１～５のいずれか一項に記載の製造方法。
【請求項７】
　芳香環に少なくとも一つのフェノール性水酸基が結合した化合物が、レゾルシノールで
ある請求項１～５のいずれか一項に記載の製造方法。
【請求項８】
　工程（１）において、親水性ブロックおよび疎水性ブロックを有するブロック共重合体
をさらに混合する請求項１～６のいずれか一項に記載の製造方法。
【請求項９】
　ブロック共重合体が、親水性ブロック－疎水性ブロックの構造を有するジブロック共重
合体、親水性ブロック－疎水性ブロック－親水性ブロックの構造を有するトリブロック共
重合体および疎水性ブロック－親水性ブロック－疎水性ブロックの構造を有するトリブロ
ック共重合体からなる群から選ばれる少なくとも一つである請求項８に記載の製造方法。
【請求項１０】
　親水性ブロックがポリエチレンオキシドブロックであり、疎水性ブロックが炭化水素ブ
ロックまたはポリプロピレンオキシドブロックである請求項８または９に記載の製造方法
。
【請求項１１】
　ブロック共重合体が、ポリエチレンオキシドブロック－ポリプロピレンオキシドブロッ
ク－ポリエチレンオキシドブロックの構造を有するトリブロック共重合体である請求項８
に記載の製造方法。
【請求項１２】
　工程（１）において、金属、金属塩、金属錯体および金属酸化物からなる群から選ばれ
る少なくとも一つをさらに混合する請求項１～１１のいずれか一項に記載の製造方法。
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【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、多孔質炭素の製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　活性炭等の多孔質炭素は、触媒担体、電極材料等の用途に有用である。多孔質炭素の製
造方法として、例えば特許文献１には、溶媒下で、フェノール類と、ホルムアルデヒドと
、ブロック共重合体とを混合し、溶媒を除去し、得られた固形物を加熱して、多孔質炭素
を製造する方法が記載されている。
【０００３】
　上述のような溶媒を用いる多孔質炭素の製造方法では、使用した溶媒の除去のために時
間がかかるという問題がある。そのため、溶媒を使用せずに、多孔質炭素を製造すること
が望ましい。
【０００４】
　溶媒を用いない多孔質炭素の製造方法として、例えば、非特許文献１には、レゾルシノ
ールと、テレフタルアルデヒドと、ブロック共重合体とを混合し、得られた混合物を加熱
して、多孔質炭素を製造する方法が記載されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２０１４－３４４７５号公報
【非特許文献】
【０００６】
【非特許文献１】Q. Wang et al., "A facile solvent-free route to synthesize order
ed mesoporous carbons", RSC Adv., 2014, 4, 32113-32116
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　本発明の目的は、溶媒を使用せずに多孔質炭素を製造することができる新規な方法を提
供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　上記目的を達成するために本発明者らが鋭意検討を重ねた結果、無溶媒下で、アルカリ
金属水酸化物およびアルカリ土類金属水酸化物からなる群から選ばれる少なくとも一つと
、炭素源として芳香環に少なくとも一つのフェノール性水酸基が結合した化合物、メラミ
ンおよび尿素からなる群から選ばれる少なくとも一つと、アルデヒド多量体とを混合して
得られる混合物を不活性ガス雰囲気下で加熱することによって、非特許文献１に記載の方
法と異なり、ブロック共重合体を使用せずとも、多孔質炭素を製造し得ることを見出した
。なお、本発明においても、ブロック共重合体を使用してもよい。このような知見に基づ
く本発明は、以下の通りである。
【０００９】
　［１］　無溶媒下で、アルカリ金属水酸化物およびアルカリ土類金属水酸化物からなる
群から選ばれる少なくとも一つと、炭素源として芳香環に少なくとも一つのフェノール性
水酸基が結合した化合物、メラミンおよび尿素からなる群から選ばれる少なくとも一つと
、アルデヒド多量体とを混合して、混合物を得る工程（１）、および
　得られた混合物を不活性ガス雰囲気下で加熱して、多孔質炭素を得る工程（２）
を含む、多孔質炭素の製造方法。
　［２］　アルカリ金属水酸化物およびアルカリ土類金属水酸化物からなる群から選ばれ
る少なくとも一つが、水酸化カリウム、水酸化ナトリウム、水酸化リチウム、水酸化マグ
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ネシウム、水酸化カルシウムおよび水酸化バリウムからなる群から選ばれる少なくとも一
つである前記［１］に記載の製造方法。
　［３］　アルカリ金属水酸化物およびアルカリ土類金属水酸化物からなる群から選ばれ
る少なくとも一つが、水酸化カリウムである前記［１］に記載の製造方法。
　［４］　アルデヒド多量体が、ヘキサメチレンテトラミン、メタホルムアルデヒド、パ
ラホルムアルデヒド、パラアルデヒドおよびメタアルデヒドからなる群から選ばれる少な
くとも一つである前記［１］～［３］のいずれか一つに記載の製造方法。
　［５］　アルデヒド多量体が、ヘキサメチレンテトラミンである前記［１］～［３］の
いずれか一つに記載の製造方法。
　［６］　芳香環に少なくとも一つのフェノール性水酸基が結合した化合物が、フェノー
ル、ｏ－クレゾール、ｍ－クレゾール、ｐ－クレゾール、カテコール、レゾルシノール、
ヒドロキノン、ピロガノール、フロログルシノールおよびヒドロキシヒドロキノンからな
る群から選ばれる少なくとも一つである前記［１］～［５］のいずれか一つに記載の製造
方法。
　［７］　芳香環に少なくとも一つのフェノール性水酸基が結合した化合物が、レゾルシ
ノールである前記［１］～［５］のいずれか一つに記載の製造方法。
　［８］　工程（１）において、親水性ブロックおよび疎水性ブロックを有するブロック
共重合体をさらに混合する前記［１］～［６］のいずれか一つに記載の製造方法。
　［９］　ブロック共重合体が、親水性ブロック－疎水性ブロックの構造を有するジブロ
ック共重合体、親水性ブロック－疎水性ブロック－親水性ブロックの構造を有するトリブ
ロック共重合体および疎水性ブロック－親水性ブロック－疎水性ブロックの構造を有する
トリブロック共重合体からなる群から選ばれる少なくとも一つである前記［８］に記載の
製造方法。
　［１０］　親水性ブロックがポリエチレンオキシドブロックであり、疎水性ブロックが
炭化水素ブロックまたはポリプロピレンオキシドブロックである前記［８］または［９］
に記載の製造方法。
　［１１］　ブロック共重合体が、ポリエチレンオキシドブロック－ポリプロピレンオキ
シドブロック－ポリエチレンオキシドブロックの構造を有するトリブロック共重合体であ
る前記［８］に記載の製造方法。
　［１２］　工程（１）において、金属、金属塩、金属錯体および金属酸化物からなる群
から選ばれる少なくとも一つをさらに混合する前記［１］～［１１］のいずれか一つに記
載の製造方法。
【発明の効果】
【００１０】
　本発明によれば、溶媒を使用せずに多孔質炭素を製造することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】実施例１および２で得られた多孔質炭素の窒素吸着測定による等温線のグラフで
ある。
【図２】実施例１および２で得られた多孔質炭素の細孔径分布を表すグラフである。なお
、縦軸のｄＶ／ｄｌｏｇＤとは、Ｌｏｇ微分細孔容積分布（積算細孔容積分布を細孔径の
対数で微分したもの）を意味する。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　本発明は、無溶媒下で、アルカリ金属水酸化物およびアルカリ土類金属水酸化物からな
る群から選ばれる少なくとも一つと、炭素源として芳香環に少なくとも一つのフェノール
性水酸基が結合した化合物、メラミンおよび尿素からなる群から選ばれる少なくとも一つ
（以下、「炭素源」と略称することがある。）と、アルデヒド多量体とを混合して、混合
物を得る工程（１）、および得られた混合物を不活性ガス雰囲気下で加熱して、多孔質炭
素を得る工程（２）を含む、多孔質炭素の製造方法である。
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【００１３】
　「芳香環に少なくとも一つのフェノール性水酸基が結合した化合物」における「芳香環
」は、多環の芳香環でもよく、芳香族複素環であってもよい。多環の芳香環としては、例
えば、ナフタレン環、アントラセン環等が挙げられる。芳香族複素環としては、例えば、
ピリジン環、フラン環等が挙げられる。
【００１４】
　炭素源は、芳香環に少なくとも一つのフェノール性水酸基が結合した化合物であること
が好ましい。芳香環に少なくとも一つのフェノール性水酸基が結合した化合物は、１種の
みを使用してもよく、２種以上を併用してもよい。芳香環に少なくとも一つのフェノール
性水酸基が結合した化合物としては、例えば、フェノール、ｏ－クレゾール、ｍ－クレゾ
ール、ｐ－クレゾール、カテコール、レゾルシノール、ヒドロキノン、ピロガノール、フ
ロログルシノール、ヒドロキシヒドロキノン、ヒドロキシナフタレン、ヒドロキシアント
ラセン、ヒドロキシピリジン等が挙げられる。これらの中で、フェノール、ｏ－クレゾー
ル、ｍ－クレゾール、ｐ－クレゾール、カテコール、レゾルシノール、ヒドロキノン、ピ
ロガノール、フロログルシノールおよびヒドロキシヒドロキノンが好ましく、レゾルシノ
ールがより好ましい。
【００１５】
　炭素源の使用量は、工程（１）で使用する全原料中、好ましくは５～６０重量％、より
１０～５０重量％、さらに１５～４０重量％である。
【００１６】
　炭素源は、粉体であることが好ましい。粉体ではない炭素源は、粉砕してから使用する
ことが好ましい。炭素源の粉砕手段に特に限定はなく、公知の手段によって、これを粉砕
することができる。
【００１７】
　炭素源は、小さいことが望ましい。炭素源の最大径は、好ましくは１ｍｍ以下、より好
ましくは３００μｍ以下、さらに好ましくは１５０μｍ以下である。この最大径は、光学
顕微鏡によって測定することができる。詳しくは、炭素源の光学顕微鏡写真から、画像解
析ソフトまたは手動で該化合物の長径を測定し、その中の最大値を最大径とする。他の成
分の最大径も同様の方法で測定することができる。
【００１８】
　アルデヒド多量体は、１種のみを使用してもよく、２種以上を併用してもよい。アルデ
ヒド多量体としては、例えば、ヘキサメチレンテトラミン（ホルムアルデヒドとアミンと
の縮合体）、メタホルムアルデヒド（ホルムアルデヒドの環状３量体）、パラホルムアル
デヒド（ホルムアルデヒドの鎖状重合体）、パラアルデヒド（アセトアルデヒドの環状３
量体）、メタアルデヒド（アセトアルデヒドの環状４量体）等が挙げられる。
【００１９】
　アルデヒド多量体としては、ホルムアルデヒド多量体（即ち、ホルムアルデヒドに由来
する繰返し単位を２以上有する化合物）が好ましく、ヘキサメチレンテトラミン、メタホ
ルムアルデヒドおよびパラホルムアルデヒドがより好ましく、ヘキサメチレンテトラミン
がより好ましい。
【００２０】
　アルデヒド多量体の使用量は、炭素源１００重量部（即ち、芳香環に少なくとも一つの
フェノール性水酸基が結合した化合物、メラミンおよび尿素からなる群から選ばれる少な
くとも一つの合計１００重量部）に対して、好ましくは２０～１００重量部、より好まし
くは３０～８０重量部、さらに好ましくは４０～６５重量部である。
【００２１】
　アルデヒド多量体は粉体であることが好ましい。粉体ではないフレーク状のようなアル
デヒド単量体は、粉砕してから使用することが好ましい。アルデヒド多量体の粉砕手段に
特に限定はなく、公知の手段によって、これを粉砕することができる。
【００２２】
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　アルデヒド多量体は小さいことが望ましい。アルデヒド多量体の最大径は、好ましくは
１ｍｍ以下、より好ましくは７００μｍ以下、さらに好ましくは５００μｍ以下である。
【００２３】
　本発明は、アルカリ金属水酸化物およびアルカリ土類金属水酸化物からなる群から選ば
れる少なくとも一つを使用することを特徴の一つとする。アルカリ金属水酸化物およびア
ルカリ土類金属水酸化物からなる群から選ばれる少なくとも一つを使用することによって
、非特許文献１に記載の方法と異なり、ブロック共重合体を使用せずとも、無溶媒下で多
孔質炭素を製造することができる。但し、本発明において、ブロック共重合体を使用して
もよい。
【００２４】
　アルカリ金属水酸化物およびアルカリ土類金属水酸化物は、１種のみを使用してもよく
、２種以上を併用してもよい。アルカリ金属水酸化物およびアルカリ土類金属水酸化物と
しては、例えば、水酸化カリウム、水酸化ナトリウム、水酸化リチウム、水酸化カルシウ
ム、水酸化マグネシウム、水酸化バリウム等が挙げられ、好ましくは水酸化カリウムであ
る。
【００２５】
　アルカリ金属水酸化物およびアルカリ土類金属水酸化物からなる群から選ばれる少なく
とも一つの使用量の合計は、炭素源１００重量部に対して、好ましくは５０～１０００重
量部、より好ましくは１００～７００重量部、さらに好ましくは２００～５００重量部で
ある。
【００２６】
　アルカリ金属水酸化物およびアルカリ土類金属水酸化物からなる群から選ばれる少なく
とも一つは、粉体であることが好ましい。粉体ではないアルカリ金属水酸化物等は、粉砕
してから使用することが好ましい。アルカリ金属水酸化物等を粉砕するための手段および
装置に特に限定はなく、公知の手段および装置によって、これを粉砕することができる。
【００２７】
　アルカリ金属水酸化物およびアルカリ土類金属水酸化物からなる群から選ばれる少なく
とも一つの最大径は、好ましくは１ｍｍ以下、より好ましくは５００μｍ以下、さらに好
ましくは３００μｍ以下である。
【００２８】
　本発明において、工程（１）で、親水性ブロックおよび疎水性ブロックを有するブロッ
ク共重合体をさらに混合してもよい。ブロック共重合体は、１種のみを使用してもよく、
２種以上を併用してもよい。
【００２９】
　ブロック共重合体としては、例えば、親水性ブロック－疎水性ブロックの構造を有する
ジブロック共重合体、親水性ブロック－疎水性ブロック－親水性ブロックの構造を有する
トリブロック共重合体および疎水性ブロック－親水性ブロック－疎水性ブロックの構造を
有するトリブロック共重合体等が挙げられる。
【００３０】
　親水性ブロックとしては、例えば、ポリエチレンオキシドブロック、ポリビニルピリジ
ンブロック、ポリメタクリル酸メチルブロック等が挙げられる。これらの中で、ポリエチ
レンオキシドブロックが好ましい。ポリエチレンオキシドブロック中のエチレンオキシド
単位の数は、好ましくは２０～１５０、より好ましくは９０～１２０である。
【００３１】
　疎水性ブロックとしては、例えば、ポリプロピレンオキシドブロック、炭化水素ブロッ
ク、ポリスチレンブロック等が挙げられる。これらの中で、ポリプロピレンオキシドブロ
ックおよび炭化水素ブロックが好ましく、ポリプロピレンオキシドブロックがより好まし
い。ポリプロピレンオキシドブロック中のプロピレンオキシド単位の数は、好ましくは３
０～１００、より好ましくは６０～８０である。炭化水素ブロック中の炭素数は、好まし
くは８～３０、より好ましくは１０～１５である。
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【００３２】
　ブロック共重合体としては、ポリエチレンオキシドブロック－ポリプロピレンオキシド
ブロック－ポリエチレンオキシドブロックの構造を有するトリブロック共重合体および炭
化水素ブロック－ポリエチレンオキシドブロックの構造を有するジブロック共重合体が好
ましく、ポリエチレンオキシドブロック－ポリプロピレンオキシドブロック－ポリエチレ
ンオキシドブロックの構造を有するトリブロック共重合体がより好ましい。
【００３３】
　ブロック共重合体の重量平均分子量は、好ましくは３，０００～２０，０００、より好
ましくは１０，０００～１５，０００である。この重量平均分子量は、ＧＰＣによって測
定することができる。
【００３４】
　ブロック共重合体を使用する場合、その量は、炭素源１００重量部に対して、好ましく
は１０～２００重量部、より好ましくは２０～１５０重量部、さらに好ましくは４０～１
００重量部である。
【００３５】
　ブロック共重合体は、粉体であることが好ましい。ブロック共重合体の最大径は、好ま
しくは１ｍｍ以下、より好ましくは５００μｍ以下である。
【００３６】
　本発明において、工程（１）で、金属、金属塩、金属錯体および金属酸化物からなる群
から選ばれる少なくとも一つをさらに混合してもよい。工程（１）の段階で金属等を混合
することにより、金属等を含有する多孔質炭素を製造することができる。このような多孔
質炭素は、触媒としての利用が期待される。
【００３７】
　金属としては、例えば、白金、パラジウム、銅、銀、金、ルテニウム、イリジウム、ロ
ジウム、オスミウム、コバルト、マグネシウム、ランタン、ストロンチウム、セリウム、
ガドミウム、イットリウム、ジルコニウム、タンタル等が挙げられる。金属塩としては、
例えば、炭酸カルシウム、炭酸バリウム、硫酸バリウム等が挙げられる。金属錯体として
は、例えば、白金錯体、パラジウム錯体、ルテニウム錯体、金錯体、銅錯体等が挙げられ
る。金属酸化物としては、例えば、酸化チタン、酸化ニッケル、酸化アルミニウム、酸化
ジルコニウム、酸化ルテニウム、酸化タンタル、酸化イリジウム、酸化バナジウム等が挙
げられる。
【００３８】
　金属、金属塩、金属錯体および金属酸化物からなる群から選ばれる少なくとも一つを使
用する場合、その使用量の合計は、炭素源１００重量部に対して、好ましくは０．１～１
００重量部、より好ましくは１～５０重量部、さらに好ましくは５～３０重量部である。
【００３９】
　上述した原料を混合するための手段および装置に特に限定はなく、公知の手段および装
置によって、これらを混合することができる。
【００４０】
　本発明の工程（１）で得られた混合物を、不活性ガス雰囲気下で加熱することによって
（工程（２））、多孔質炭素を製造することができる。加熱するための装置に特に限定は
なく、公知の装置で混合物を加熱すればよい。不活性ガスとしては、例えば、窒素ガス、
アルゴンガス等が挙げられ、窒素ガスが好ましい。
【００４１】
　加熱は１段階で行ってもよく、２段階以上で行ってもよい。１段階加熱を場合、加熱温
度は、好ましくは６００～１，０００℃、より好ましくは７００～９００℃であり、加熱
温度での保持時間は、好ましくは１～５時間、より好ましくは１～３時間であり、室温か
ら加熱温度までの昇温速度は、好ましくは５～２０℃／分、より好ましくは１０～１５℃
／分である。
【００４２】



(8) JP 2017-193474 A 2017.10.26

10

20

30

40

50

　２段階加熱を行う（即ち、第１加熱温度および第２加熱温度で混合物を一定時間保持す
る）場合、第１加熱温度は、好ましくは３００～５００℃、より好ましくは３５０～４５
０℃であり、第１加熱温度での保持時間は、好ましくは１～６時間、より好ましくは２～
５時間であり、室温から第１加熱温度までの昇温速度は、好ましくは１～５℃／分、より
好ましくは１～３℃／分である。また、第２加熱温度は、好ましくは６００～１，０００
℃、より好ましくは７００～９００℃であり、第２加熱温度での保持時間は、好ましくは
１～６時間、より好ましくは２～５時間であり、第１加熱温度から第２加熱温度までの昇
温速度は、好ましくは１～５℃／分、より好ましくは１～３℃／分である。
【００４３】
　以上のような加熱によって、多孔質炭素を製造することができる。このようにして得ら
れた多孔質炭素は、触媒、触媒担体、二次電池または燃料電池の電極材料、吸着剤等の用
途に有用である。
【実施例】
【００４４】
　以下、実施例を挙げて本発明をより具体的に説明するが、本発明は以下の実施例によっ
て制限を受けるものではなく、上記・下記の趣旨に適合し得る範囲で適当に変更を加えて
実施することも勿論可能であり、それらはいずれも本発明の技術的範囲に包含される。
【００４５】
実施例１
　メノウ乳鉢を用いて、０．６６ｇのフレーク状レゾルシノールを粉砕した（最大径：１
５０μｍ）。続いて、粉砕したレゾルシノールに、０．４２ｇのヘキサメチレンテトラミ
ン（最大径：４７０μｍ）を混合した。最後に、得られた混合物に、メノウ乳鉢を用いて
粉砕した２．０ｇの水酸化カリウム（最大径：６００μｍ）を添加し、メノウ乳鉢を用い
て混練した。得られた混練物を、窒素雰囲気下、１３．３℃／分で８００℃まで昇温し、
８００℃で１時間保持した。得られた炭素材料を、ろ液のｐＨが７になるまで水および５
規定の塩酸で洗浄し、EYELA東京理化器械株式会社製 WFO-700 を用いて９０℃で乾燥して
、粉末状の多孔質炭素（約０．２７ｇ）を得た。得られた多孔質炭素の窒素吸着測定によ
る等温線のグラフを図１に、細孔径分布を表すグラフを図２に、表面積および細孔容積を
表１に示す。
【００４６】
　窒素ガス吸脱着測定は、Quantachrome 社製の「AUTOSORB-1」を用いて行った。表面積
（Sｔｏｔａｌ）は、Brunauer-Emmett-Teller 法（ＢＥＴ法）を用いて計算した。ミクロ
孔容積（Ｖｍｉｃｒｏ）、メソ孔容積（Vｍｅｓｏ）、マクロ孔容積（Ｖｍａｃｒｏ）は
、吸着等温線から Barrett-Joyner-Halenda 法（ＢＪＨ法）を用いて計算した。なお、窒
素ガス吸脱着測定のために、前処理を２５０℃で３時間以上行った。ここで、ミクロ孔と
は、幅が２ｎｍ未満である細孔をいい、メソ孔とは、幅が２ｎｍ以上５０ｎｍ未満である
細孔をいい、マクロ孔とは、幅が５０ｎｍ以上である細孔をいい、幅とは、細孔の壁から
壁までの長さをいう。
【００４７】
実施例２
　メノウ乳鉢を用いて、０．６６ｇのフレーク状レゾルシノールを粉砕した（最大径：１
５０μｍ）。続いて、粉砕したレゾルシノールに、０．４２ｇのヘキサメチレンテトラミ
ン（最大径：４７０μｍ）を混合した。続いて、得られた混合物に、０．６ｇの Pluroni
c F127（BASF 社製、ポリオキシエチレンブロック－ポリオキシプロピレンブロック－ポ
リオキシエチレンブロックの構造を有するトリブロック共重合体、重量平均分子量：１２
，６００、ポリエチレンオキシドブロック中のエチレンオキシド単位の数：約１０６、ポ
リオキシプロピレンブロック中のプロピレンオキシド単位の数：約７０）を混合し、混練
した。最後に、得られた混練物に、メノウ乳鉢を用いて粉砕した２．０ｇの水酸化カリウ
ム（最大径：６００μｍ）を添加し、メノウ乳鉢を用いて混練した。得られた混練物を、
窒素雰囲気下、１３．３℃／分で８００℃まで昇温し、８００℃で１時間保持した。得ら
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れた炭素材料を、ろ液のｐＨが７になるまで水および５規定の塩酸で洗浄し、EYELA東京
理化器械株式会社製 WFO-700 を用いて９０℃で乾燥して、粉末状の多孔質炭素（約０．
２７ｇ）を得た。得られた多孔質炭素の窒素吸着測定による等温線のグラフを図１に、細
孔径分布を表すグラフを図２に、表面積および細孔容積を表１に示す。
【００４８】
【表１】

【産業上の利用可能性】
【００４９】
　本発明によれば、溶媒を使用せずに多孔質炭素を製造することができる。本発明の製造
方法から得られる多孔質炭素は、触媒担体、電極材料等の用途に有用である。

【図１】

【図２】
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